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１　背景と目的

1-1　加入促進活動の背景

商店街は商業活動を通して地域の活力を生むとともに、安全安心まちづくりに取り
組んできた。
しかし、昨今の商店街をとりまく状況は厳しさを増し、地域の魅力や活力が町の中
心から失われようとしている。
このような状況に対応するためには、商店街を中心として地域に新しい魅力をつく
り、活力を取り戻していくことが必要であり、そのために、中小の小売業のみならず、
チェーン店や組織商業者にも協力を得て、商店街が公共性のある団体としてその役割
を担うことが求められている。
このような背景のなかで、地域商業活性化検討委員会（委員長：柴田悟一横浜市大
副学長）では、平成 17年 2月 21 日に「地域商業の活性化に向けた方策について」（提
言）をまとめた。また、平成 17年 3月 29 日には（社）横浜市商店街総連合会をはじめ、
日本チェーンストア協会、（社）日本フランチャイズチェーン協会ほか消費者関連団体
などの合意により「横浜商店街のまちづくり協働宣言」を発表した。横浜市商店街総
連合会では、その理念を実践する取り組みのひとつとして、商店街会員加入促進プロ
ジェクトを行うこととした。

1-2　本プロジェクトの目的

加入促進活動は単に会員を増やすことだけが目的ではなく、事業者ひとりひとりが
企業市民としての意識を持ち、商店街がまちづくりの核となりうる組織の基盤を強化
することが目的である。
そのため、商店街としての理念の明確化、商店街の魅力向上、商店街への理解促進
を三つの柱として、商店街への加入促進を進めることを本プロジェクトの目的とする。

1-3　取り組み期間

本報告書は、「横浜商店街のまちづくり協働宣言」に先立ち、平成 16年 12 月から、
平成 18年 3月末までの活動の記録をまとめたものである。
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２　取り組み内容

2-1　加入促進の取り組みフロー

平成 16年度から、平成 17年度にかけての取り組み内容は、以下のとおりである。

商店街会員加入促進プロジ
ェクトチームの立ち上げ

商店街会員加入促進マニュ
アルの作成

商店街まちづくり憲章
モデル作成

各商店街での展開

平成16年12月

平成17年2月

平成17年3月
平成17年3月

「横浜商店街のまちづくり
協働宣言」
 

「地域商業の活性化に向け
た方策について」（提言）

「宅建業協会各支部」「全日本不
動産協会」への加入促進協力依頼

平成17年6月

平成17年6月

平成17年10月～

各商店街へのマ
ニュアルの配布

横浜商店街のま
ちづくり協働宣
言の周知

関
連
す
る
動
き

加
入
促
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

平成18年度～
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2-2　商店街会員加入促進プロジェクトチームの立ち上げ

横浜市商店街総連合会として加入促進活動に取り組むために、「商店街会員加入促進
プロジェクトチーム」を立ち上げ、平成 16 年 12 月 22 日に第１回委員会を行った。
プロジェクトチームでは、加入促進の取り組み方針を検討した。

            委員会メンバー (平成 16年度）
岡野誠一 副会長 鶴見区商連会長 企画部会長 地域商業活性化委員

黒川順吉 副会長 磯子区商連会長 街 500編集長 地域商業活性化委員

石川清貴 神奈川区商連会長

玉木香一 中区商連会長

吉野栄輔 都筑区商連会長

石垣徳知 瀬谷区商連会長

樋口泰雄 街 500委員・編集者

福永順彦 場所づくり研究所プレイス (受託作業機関 )

松田泰征 市商連・専務理事 (事務局 )

山田孝一 経済局商業・サービス業課課長補佐 (オブザーバー )

　　　　
　　　　委員会メンバー（平成 17年度）

岡野誠一 会長　鶴見区商連会長　H16地域商業活性化委員
黒川順吉 副会長　磯子区商連会長　H16地域商業活性化委員
石川清貴 神奈川区商連会長
玉木香一 中区商連会長
吉野栄輔 都筑区商連会長
石垣徳知 瀬谷区商連会長
樋口泰雄 横浜市商連機関紙編集者
福永順彦 場所づくり研究所プレイス (受託作業機関 )
松田泰征 市商連・専務理事 (事務局 )
加藤剛 市商連 (事務局 )
山田孝一 経済局　商業・サービス業課課長補佐 (オブザーバー )
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開催概要
日時 議題

平成 16年度 第一回 平成 16年 12月 22日 第三回地域商業活性化検討委員会の報告
商店街会員加入促進プロジェクトの概要説明
プロジェクトの進め方について意見交換

第二回 平成 17年 1月 27日 地域商業活性化検討委員会について
商店街会員加入促進活動の内容について

第三回 平成 17年 2月 23日 商店街会員加入促進マニュアルについて

平成 17年度 第一回 平成 17年 6月 10日 「横浜商店街のまちづくり協働宣言」等の周知方法
について
平成 17年度　加入促進事業の進め方について

第二回 平成 17年 10月 27日 「宅建業協会各支部」「全日本不動産協会」への依頼
状況について～新規出店者の商店街への加入促進ご
協力について（依頼）～
リーディングプロジェクトについて（鶴見銀座）

2-3　商店街加入促進マニュアルの作成

各商店街の会員が、未加入店舗や新規出店の店舗に対して、商店街への加入を呼び
かける際に留意するポイントを「商店街の理念を明確にする」「商店街の魅力を高める」
「商店街を理解してもらう」という３つの柱によって整理した。


